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気
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向
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概
況

業
況
D
I
は

前
期
比
12.2
ポ
イ
ン
ト
マ
イ
ナ
ス

レ
ポ
ー
ト

調
査
要
領

合計 1599社 449社 28.1%
依頼先数 回答数 回答率

製造業 358社 113社 31.6%

建設業 287社 82社 28.6%

卸売業 287社 69社 24.0%

小売業 254社
依頼先数 回答数 回答率

68社 26.8%

不動産業 119社 37社 31.1%

サービス業 294社 80社 27.2%

全業種総合DI
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化
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来
期
は
や
や
改
善
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見
通
し
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幅
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化

経
営
上
の
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点

売
上
の
停
滞
・
減
少
に
加
え
、

原
材
料
高
が
課
題

資
金
繰
り
Ｄ
Ｉ
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り
D
I
は
横
ば
い

価
格
D
I

原
材
料
価
格
D
I
は
や
や
低
下
、

販
売
価
格
D
I
は
大
幅
に
低
下

建
設
業

業
況
は
や
や
悪
化
、

来
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も
や
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悪
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の
見
通
し

製
造
業

業
況
は
悪
化
、

来
期
は
や
や
改
善
の
見
通
し
　

資
金
繰
り
D
I
・
人
手
過
不
足
D
I

資金繰りDIは▲9.4（前期▲7.0）でほぼ横ばい、人手過不足DIは
▲33.6（前期▲36.8）で「不足」超となりました。来期は資金繰り
DIがやや改善、人手過不足DIは引き続き「不足」超の見通しです。

10
年
間
の
推
移（
価
格
D
I
）

価格は仕入価格DIが49.5（前期54.0）でやや低下、販売
価格DIが19.1（前期27.1）でやや低下しました。来期は仕
入価格DIがやや低下、販売価格DIは横ばいの見通しです。

10
年
間
の
推
移（
業
況
D
I
）

業
況
Ｄ
Ｉ
の
推
移

全業種の業況DIは▲11.6（前期0.6）で悪化しました。
内訳は製造業が▲14.2（前期▲6.2）非製造業が▲10.7
（前期3.1）となっています。来期はやや改善の見通しです。

売
上
額
D
I
・
収
益
D
I（
前
期
比
）

売上額DIは▲16.0（前期10.6）で大幅に悪化、収益DIは
▲17.2（前期7.2）で大幅に悪化しました。来期は売上額
DI、収益DIとも大幅に改善する見通しです。

10
年
間
の
推
移（
業
況
D
I
）

売
上
額
・
収
益
Ｄ
Ｉ（
前
期
比
）

売
上
額
D
I
は
や
や
悪
化
、

収
益
D
I
も
や
や
悪
化

経
営
上
の
問
題
点

人
手
不
足
、

材
料
価
格
の
上
昇
が
課
題

資
金
繰
り
Ｄ
Ｉ

資
金
繰
り
D
I
は
横
ば
い

価
格
D
I

材
料
価
格
D
I
は
や
や
上
昇
、

請
負
価
格
D
I
は
低
下

10
年
間
の
推
移（
業
況
D
I
）

調査時点／2024年2月15日～3月7日
調査依頼先／当庫取引先
調査方法／郵送調査
調査対象期間／［今期］2024年１月～３月
　　　　　　　［前期］2023年10月～12月
　　　　　　　［来期］2024年４月～６月
分析方法／「増加」（上昇）したとする企業の
占める構成比と、「減少」（下降）したとする企業
の構成比との差（DI）により分析を行った。
※DI：Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス）
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今回のアンケート調査は、元日に発生した能登半島地震によるサプライチェーンへの影響や、
物価高、賃上げによるコスト増加など悪材料が重なる中で実施いたしました。結果として、今期
の全業況DIは▲11.6の前期比12.2ポイントマイナスとなり、全体の業況判断としては悪化と
なりました。今後については好調なインバウンド需要に加え、新年度を迎えての人流の増加など
プラス要因はあるものの、2024年問題などの構造的な悪材料に加え、為替の先行きや、日銀
のマイナス金利解除に伴う利上げ観測など、経済や金融市場への影響も懸念され、中小企業
の先行きについては慎重な見方が続くと考えられます。

●原材料が高騰したため、売上が
アップしても利益が減少している。
売上をさらに上げなければならない
（摂津市 包装資材製造業）

●鉄鋼材の価格高騰が止まらな
い、関電の割引契約がなくなり電気
代が高くなる。零細企業にはダブル
パンチ（三木市 鉄工業）

●人口減少時代に対応したマー
ケットを開発する必要性を感じ
ている（尼崎市 建設業）

●受注がまだ残っているので
現状は少し安心している
（尼崎市 建設業）

お客様の声

0% 20% 40% 60% 80%

売上の停滞・減少 39.8

原材料高 38.1

人手不足 31.9

27.4人件費の増加

仕入先からの値上げ要請 18.6

0% 20% 40% 60% 80%

人手不足

材料価格の上昇

下請の確保難

売上の停滞・減少

人件費の増加 18.3

23.2

39.0

54.9

61.0
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シ
ア
の
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ク
ラ
イ
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侵
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円
急
落
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時
１
３
１
円
台
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売上の停滞・減少
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利幅の縮小

為替レートの変動

仕入先からの値上げ要請 21.7

24.6

26.1

26.1

42.0

●昨年の夏ごろから仕入価格が上
がり利益率が低下、売上アップが
見込めないので賃上げ、採用も苦しい
（尼崎市 機械卸売業）
●今年も本格的な景気回復まで移
行しない感がある。ただし建設業
関連はそれほど極端に悪くはない
（川西市 建築資材卸売業）
●円安の影響で輸入品の仕入価格
が上がり続けており、利益確保が難
しい（三木市 卸売業）

お客様の声

●元々残業時間が少ないの
で２０２４年問題の影響はない
（尼崎市 運送業）

●賃上げについては昨年実施
した（芦屋市 サービス業）

お客様の声

●今後、資材の高騰がどこまで
続くのか懸念している
（尼崎市 不動産業）

お客様の声
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●CDソフトについては売上
は例年並み、古着は業界が
拡大しているので需要をつ
かみたい（尼崎市 小売業）

●コロナ融資の返済が始ま
る中、社員が退社して売上
の減少を懸念している
（西宮市 小売業）

お客様の声

前期

今期

見通し

前期

今期

見通し

前期

今期

見通し

前期

今期

見通し

－8.7収益

料金価格



2023年10月１日よりインボイス制度が開始となりました。インボイス（適格請求書）とは売り手が買い手に対して、正確な適正税率や消費税額
を伝えるものであり、登録番号など一定の事項が記載された請求書などのことを言います。今回はインボイス制度への対応と影響についてアンケート
を実施いたしました。 

インボイス制度への対応と影響について　

調査時期／2024年2月14日～3月7日　　調査対象企業数／1599社　　有効回答数／436社　　有効回答率／27.3％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。

Q1
貴社は適格請求書発行事業者へ登録しましたか。
「登録した」と回答された方は登録に際し、社外の
機関に相談されましたか。　※それぞれ1つ選択 Q2

インボイス制度の開始により、貴社において何か
影響はありましたか。　※最大2つ選択

Q3
Q2にて「仕入先がインボイス制度への
対応をしないため仕入コストが増加した」を選択
された方は対応が遅れていると思われる理由と、
今後の対応方針をお答えください。  ※それぞれ1つ選択

インボイス制度の開始により業務負担に
変化はありましたか。　※1つ選択
「増えた」を回答された方は具体的にどのような
業務負担が増えましたか。　※最大2つ選択

Q4

特別
調 査
2

Q5
令和5年度税制改正により、2024年1月1日以後に電子データで受け取った
帳簿書類等は原則電子取引データでの保存が義務化されました。
貴社の対応についてお答えください。　
※1つ選択

88.8%が
顧問税理士・会計士

と回答

33.6%
業務フローを見直し対応した

26.0%
システムを導入し対応した 制度内容がよくわからず

対応できていない
23.1%

その他
17.4%

仕入先の対応が遅れている理由 今後の対応方針 業務負担の変化

社外に相談した機関
（登録したと回答された方）

業務負担の内容

23.1%

0.9%

17.5%
仕入先がインボイス制度への

対応をしないため
仕入コストが増加した

適格請求書発行事業者へ
転換せざるを得なかった

問い合わせに
時間をとられることが増えた

インボイス制度への対応によるコストが
増加した（システム費用・人件費など）

特になし

登録した

95.0%

登録していない
5.0%

0 10 20 30 40 50

49.7%
32.9%

その他
4.1%

高齢で廃業する
意向である
5.5%

システム投資などへの
費用がない
2.7%

免税事業者で
登録の意志がない
87.7%

その他
4.2%

インボイス制度への
登録を推奨する
12.7%

何らかの
取引見直しを
検討する
18.3%

変わらず
取引を
継続する
63.4%

変化なし
24.0%

わからない
9.6%

増えた

66.2%
減った
0.2%

0 10 20 30 40 50 60 70 80

販売先への対応 14.5%

64.9%

その他 6.0%

システム対応 24.1%

社内の連携や勉強会の実施 7.4%

登録番号の確認

請求書受領時の
確認作業

59.9%

顧問税理士・
会計士

88.8%

その他
1.3%

金融
機関
0.0%

社外の機関に
相談していない
8.4%

税務署
1.3%

商工会議所・
商工会
0.3%

中小企業における人材不足については本アンケート調査で全体において、不足超過の状況が続いております。今回のアンケート調査については
人材不足に対する対応策や人材育成についての取り組みのほか、人材定着に向けての賃金引き上げ、建設業、自動車運転業などにおける２０２４年
問題に対する業務への影響、対応策などについて実施いたしました。

中小企業における人材戦略について

調査時期／202４年2月15日～3月7日　　調査対象企業数／1599社　　有効回答数／441社　　有効回答率／27.6％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。

特別
調 査
1

Q1
貴社では、現在の人材の状況について
懸念していることはありますか。　※最大3つ選択 Q2

今後の貴社の人材に対する対応策について、
最も近いものを、お答えください。　※最大3つ選択

Q3
貴社では、人材育成において、職場内での実地の
訓練（ＯＪＴ）以外の取り組みを実施していますか。
※最大3つ選択

貴社では、人材定着などに向けて、2024年中に賃金
（定期昇給分除く、賞与や一時金除く）の引き上げを実施
（実施予定を含む）しますか。引き上げる方はその賃金
引き上げ率について、引き上げない方は引き上げ
なかった理由について、それぞれお答えください。 

Q4

45.0%
対応を取る必要はない

対応を取った
14.4%

必要性は感じているが
対応していない
40.6%

Q5
2024年４月から、建設業、自動車運転業、医師などで残業時間の上限規制が始まります（2024年問題）。
これに伴い、貴社では、業務への影響が出ると見込まれますか。
また、貴社では2024年問題を受けて何らかの対応策を取りましたか。 ※それぞれ1つ選択

影響 対応

若手が不足している

高齢化が進んでいる 

経理や事務などで働く内部の従業員が少ない

管理職（店長、現場監督など含む）が少ない

規模（売上や利益）と比較して人員が多すぎる

懸念していることはない

熟練者が不足している

業務上必要な資格取得者が不足している

生産、販売現場で働く従業員が少ない

営業で働く従業員が少ない

社内研修会や勉強会の実施（勤務時間内）

社内研修会や勉強会の実施（勤務時間外）

外部セミナーへの参加

外部講師の派遣依頼

外部出向制度の導入

実施していない

資格取得等、自己啓発費用の会社負担

担当業務の定期的な異動

eラーニングの導入

業界団体の研修に参加

新卒採用の強化

非正規社員の正社員登用

外国人の活用

その他

特に対応策を検討していない

中途採用の強化

シニア雇用（定年・再雇用）の促進

女性活躍推進

非正規社員の活用

6％以上
3.9% 4％以上6％未満

11.3%

売上の低迷や伸び悩み 6.9%

これまでに賃金を引き上げ済み
6.9%

自社に従業員はいない（家族経営など）
7.6%

今後の業績見通しが不透明
6.7%

賃上げに見合う
価格転嫁ができてない 6.9%

同業や同地域内の
他社が上げていない 1.4%

18.4%

32.3%

23.8%

19.9%

16.7%

15.3%

4.8%

13.3%

1.6%

10.0%

11.1%

17.7%

7.5%

11.6%

4.1%

13.8%
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51.7%
53.1%

0 10 20 30 40 50 60

54.0%

29.1%

0 5 10 15 20 25 30 35 40

6.4%
33.2%

38.4%

2.5%
4.3%

15.8%
19.7%

3.0%
0.9%

0％以上
2％未満

18.9%

2％以上4％未満 

29.3%

37.6%
やや悪影響がある

53.6%
影響はない・わからない

大きく
悪影響がある
6.9%

やや好影響がある
1.8%

大きく好影響がある
0.0%

※1つ選択


